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〔論文審査の要旨〕 
 
 体外式腹部超音波検査 (transabdominal ultrasonography; TUS) は非侵襲的かつ簡便
な検査であるため、繰り返し検査が可能であり、医療経済面においても低価格であること
が利点として挙げられる。しかしながら、これまで小腸狭窄性病変診断における TUS の有
用性は明らかとはなっていない。一方、2012 年 7 月にパテンシーカプセル内視鏡（patency 
capsule: PC）が保険収載され、小腸狭窄が疑われる症例に対してもカプセル内視鏡検査
（capsule endoscopy: CE）が施行可能となった。しかし、PC は排出確認時の放射線被曝
や狭窄部での滞留により、腹痛・嘔吐・腸閉塞、PC のコーティング膜遺残などの問題が
報告されており、PC 適用の有無は慎重に判断する必要がある。 
 本研究では小腸狭窄性病変に対する TUS 分類を策定し、その臨床的有用性を検討した。
対象は 2003 年 12 月から 2011 年 10 月までに広島大学病院消化器・代謝内科において、ダ
ブルバルーン内視鏡検査 (double-balloon endoscopy: DBE) を施行した 796 例 (男 480
例、平均年齢 56.8 歳) を対象とした。TUS 所見を A)狭窄・口側拡張像、B)広範な小腸壁
肥厚像、C)限局性の小腸壁肥厚像、D)所見なしの 4群に分類し、各 TUS 像と DBE 所見を比
較検討した。小腸狭窄性病変は DBE が狭窄部を通過困難なものと定義し、狭窄部の局在は
上部小腸、深部小腸、下部小腸の 3つに分けて検討した。 
結果は以下のように要約される。 
小腸狭窄性病変は 90 例 (全 DBE 検査の 11%、内訳はクローン病（CD）36 例、腸結核 24
例、悪性リンパ腫 9例、虚血性小腸炎 6例、NSAIDs 潰瘍 5例、放射線性小腸炎 2例、術
後吻合部 2例、その他 6例)であった。TUS 所見は、A群 41 例（5%）、B群 48 例（6%）、C
群 81 例（10%）、D群 596 例（79%）で、狭窄性病変は Type A～C のうち 93% (84/90)の症
例で描出可能であった。狭窄部位は、上部小腸 14 例（16%）、深部小腸 26 例（29%）、下部
小腸 50 例（55%）であった。各群における狭窄病変の割合は、A群 100% (41/41)、B 群 58% 
(28/48)、C 群 15% (12/81)、D 群 1% (6/596)で、A群は他の群、B群は C・D群に比べて有
意に高かった。D群で狭窄を認めた 6例は、深部小腸 6例（骨盤内小腸の 23%）であった。
B群のうち狭窄病変を認めなかった 20 例の内訳は、腸管アミロイドーシス 4例（20%）、
好酸球性胃腸症 3例（15%）、悪性リンパ腫 3例（15%）、その他 10 例（50%）でびまん性疾
患が多かった。これらより、小腸狭窄病変は「狭窄・口側拡張像」や「広範な小腸壁肥厚
像」を指標に TUS による診断が可能であることが示された。しかし、骨盤内小腸に位置す
る小腸狭窄性病変は、TUS による診断が困難な症例も存在した。 
次に、小腸狭窄の疑診例に対して PC 前に TUS を施行することで、不要な PC を回避で
きるか否かを検討した。2012 年 7 月から 2014 年 10 月に広島大学病院と尾道総合病院に
おいて、PC 前に TUS を施行した 50 例を対象とした（男性 34 例，平均年齢 52 歳）。TUS
所見は上記 Type A-D の 4 群に分類し、TUS と PC の小腸狭窄診断能を検討した。また、CD・
非 CD 患者別の TUS による小腸狭窄診断能、および偶発症に関しても検討した。なお、A
群に関しては小腸狭窄を高率に認めるため、今回の検討から除外した。小腸狭窄を 13 例
（26%）に認めた。TUS にて狭窄病変は所見 B・C群の 93% (12/50)で診断可能であった。
一方、PC による狭窄病変の診断は 100%（13/13）診断可能であった。CD・非 CD 患者にお
いて Type B を呈した症例の狭窄率は 89%（8/9）・33%（2/6）であり、CD 患者で有意に小
腸狭窄率が高かった。また、Type C を呈した CD・非 CD 患者狭窄率は、それぞれ 25%（1/4）・
33%（1/3）で両群間に差を認めなかった。偶発症は PC で 10%（5/50）に認め、その内訳
は腹痛 3例、吐気 1例、腸閉塞 1例であった。CD 患者において、TUS にて Type B を呈し
た症例では高率に小腸狭窄を認めた。 
以上の結果から、本論文は小腸狭窄病変に対する新たな TUS 分類の臨床的有用性を明
確にし、その簡便性から TUS が小腸狭窄病変に対する検査の第一選択と位置付けた点で
高く評価される。よって審査委員会委員全員は、本論文が著者に博士（医学）の学位を
授与するに十分な価値あるものと認めた。 
